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北海道港湾における

地震時の利用可否判断指標の設定手法

港湾空港部港湾建設課 ○亀尾 実愛

水口 陽介

北日本港湾コンサルタント㈱ 奈良 俊介

港湾やその近傍で地震が発生した場合、緊急物資の海上輸送や社会経済活動の維持のため、

岸壁の利用可否判断を迅速に行うことが求められる。しかし、鋼構造岸壁の安定性は鋼部材の

応力状態に大きく依存し、外観の目視点検では判断出来ない場合があることから、あらかじめ

判断指標を定めておくことが重要である。本報は、鋼構造岸壁の変位量と部材の応力状態の関

係から利用可否判断を行う手法について検討するものである。
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1. はじめに

四方を海に囲まれる北海道は、国内外との物流の９割

以上を海上輸送に依存しており、港湾は社会経済を支え

るインフラとしてとりわけ重要な役割を担っている。ま

た、平成30年に発生した北海道胆振東部地震では、大規

模停電により航空や鉄道が運休するなか、フェリー等の

海上交通が道外との唯一の手段として運行され、港湾は

緊急物資輸送や物流・人流の維持に重大な役割を果たし

た。

平成29年7月の港湾法改正により、非常災害時におい

て港湾管理者からの要請がある場合、国が港湾管理者に

変わって岸壁等の港湾施設の管理を行うことが可能とな

り、岸壁等の利用可否判断や利用調整を行うことが位置

づけられた。地震発生後、岸壁の利用可否判断を迅速か

つ的確に行うためには、判断指標や現地計測の方法をあ

らかじめ定めておく必要があり、日本海溝・千島海溝沿

いの巨大地震の切迫性が指摘されるなか、その必要性は

一層大きくなっている。

地震による重力式岸壁の被災形態は、堤体が沈下や傾

斜を伴いながら海側に変位し、それに伴い堤体背後に段

差が生じるものであり、堤体そのものの破壊が問題とな

った事例はこれまでの大規模地震時にも報告されておら

ず、ある程度目視による利用可否の判断が可能である。

一方、矢板式や桟橋式のように鋼部材を主体とする岸

壁では、部材の損傷により構造上の安定が失われた事例

があることから、部材の応力状態を必ず確認する必要が

ある。特に、過去の被災では地中部の鋼部材に損傷が生

じていた事例があり（図-1）、目視調査や潜水調査だけ

での利用可否の判断は困難である。

本検討は、矢板式岸壁を対象に、事前に「岸壁の残留

水平変位」と「鋼部材の応力状態」の関係を地震応答解

析により施設ごとに求めておき、地震後、残留水平変位

量の実測値から鋼部材の応力状態を推定し、構造上の安

定性を評価した上で、利用可否判断を行う手法の確立を

目的としている。

2. 検討方法

(1)地震応答解析プログラム

地震動により発生する「岸壁の残留水平変位」と「鋼

部材の応力状態」の解析には FLIP（Finite Element Analysis

Proguram for Liquefaction Process）を用いる。FLIPは、兵庫

県南部地震の被災事例等の分析を通じて、数多くの港湾

の施設の変形照査への適用性が確認されており、地震時

の港湾構造物の変形挙動の再現性が高い有限要素法によ

る数値計算モデルである。

図-1 兵庫県南部地震における桟橋の被災事例 1)

地中部でも

座屈が発生
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(2)岸壁の残留水平変位の計測

一般に、係留施設の変位は、「地殻変動による変位」

と「係留施設の変形による変位」の和である。

このうち、「地殻変動による変位」は鋼部材の応力評

価には関係なく、鋼部材の応力状態に基づく安定性の評

価を行う上では、「係留施設の変形による変位」のみを

適切に計測することが重要である。

本検討で扱う「残留水平変位」とは、係留施設の変形

による法線天端の変位量（法線水平変位量）を示すもの

とする。（図-2）

なお、地震による矢板式岸壁の被災形態は図-3 に示

すような種々の形態が想定される 2)3)。このうち、過去

の被災事例では、矢板頭部の海側への変位（変形モード

Ａ）及び矢板中腹部のはらみ出し（変形モードＢ）が多

く確認されている。変形モードＢにおいては、最終的な

利用可否を判断する際に中腹部の水平変位にも留意する

必要がある。一方、タイ材の破断（変形モードＣ）及び

矢板根入れ部の変位（変形モードＤ）のような被災形態

も想定されるが被災事例の報告は少ない。

(3)鋼部材の応力状態の評価

構造上の安定に影響を及ぼす鋼部材の応力状態の評価

については、地震中に発生する最大応答値が限界値に至

っていなければ、その鋼部材には残存耐力があると評価

し「使用可」と判断する。ここで、地震に対する各鋼部

材の限界状態は、耐震強化岸壁（標準、緊急物資輸送対

応）に対する要求性能を参考とし、前面矢板及び控え工

は限界曲率（前面矢板及び控え工の損傷）、タイ材は破

断強度を指標とする。

また、地震後の施設の利用可否判断においては、地震

によって変形した状態で船舶の係留が可能かを確認して

おく必要がある。船舶係留時（牽引時、接岸時）の耐力

評価は、施設の使用性を確保する観点から、変動状態

（牽引時、接岸時）に対する通常の照査事項として、降

伏に対して評価を行う。

地震時及び船舶係留時の鋼部材毎の評価項目を表-1

に示す。それぞれの比が 1.0 を超えるかどうかで鋼部材

の応力状態を評価する。

(4)判断指標の設定方法

地震動の振幅や継続時間の異なる地震波形を使用して、

施設毎に FLIP を用いた地震応答解析を複数ケース実施

し、各ケースの残留水平変位量と鋼部材の応力状態（最

大曲率比等）の関係をグラフにプロットする。これによ

り、図-4 に示すような関係図が作成できる。ここに、

最大曲率比 1.0 のラインを超えない限界の残留水平変位

量を閾値（判断指標）として設定する。なお、閾値は、

本検討の解析精度や実際の現地での測量精度を鑑み 5㎝

刻みで設定する。（図-4 の場合、36 ㎝を切り下げて 35

㎝とする）

続いて、船舶係留時に対する判断指標の設定を行う。

地震時の応答解析後の応力状態を引き継いで、FLIP に

図-3 矢板式岸壁の被災形態（変形モード）

図-4 閾値（判断指標）の設定例

図-2 係留施設の変形による残留水平変位（法線水平変位量）

変形モードⒶ 変形モードⒷ

変形モードⒸ 変形モードⒹ

矢板頭部の海側への変位 矢板中腹部のはらみ出し

タイ材の破断 矢板根入れ部の変位

表-1 鋼部材の応力状態の評価

係留施設の変形による
残留変位

係留施設の変形を伴わない
地殻変動による変位

法線水平変位量

鋼部材 評価項目

鋼材
（前面矢板、控え工）

最大曲率比（＝発生最大曲率／限界曲率）

タイ材 強度比（＝発生最大張力／破断強度）

鋼材
（前面矢板、控え工）

設計耐力比（＝発生最大応力／降伏応力）

タイ材 強度比（＝発生最大張力／降伏強度）

地震時

係留時
（牽引時）
（接岸時）
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より船舶係留時の牽引力（または接岸力）と上載荷重を

作用させた時の残留水平変位量と鋼部材の応力状態（設

計耐力比等）の関係を整理し、地震時と同様に閾値（判

断指標）を設定する。

これらの結果から、例え地震後の応力状態が満足して

いても船舶係留時の応力状態が 1.0 を超える場合には、

条件付きでの利用を可とする。「条件付利用可」と判断

された場合には、動態観測など、水平変位の進展がない

か確認を行いながらの利用とする。

地震時及び船舶係留時の応力状態と利用可否の関係を

表-2に示す。

3. ケーススタディ

(1)対象施設

苫小牧港西港区勇払地区-9.0m 岸壁を対象として利用

可否の判断指標の検討を行う。同岸壁は苫小牧－東京間

を就航する RORO 船（フェリー型貨物船）が利用して

いる岸壁であり、地震発生後、早期の利用可否判断が求

められる岸壁の一つである。

同岸壁の構造は控え直杭式矢板構造（図-5）となって

おり、非耐震強化岸壁である。

(2)入力地震動

港湾における岸壁の設計では、港毎に設定されたレベ

ル１地震動をもとに、設計対象施設の構造形式や周辺地

盤を考慮した照査用震度を算定して地震時の照査を行う。

また、耐震強化岸壁の場合は、港近傍の活断層による地

震をはじめ、設計対象施設に最大の被害をもたらしうる

地震を選定してレベル２地震動を設定する。

一方、閾値の精度を高めるためには、鋼部材の応力状

態（最大曲率比等）が 1.0 付近となる地震動が望まれ、

本検討では、それを探るために実際に当該施設周辺で起

こりうる多くの地震動を用いることとし、苫小牧港のレ

ベル１地震動（再現期間 75 年の地震）をもとに、再現

期間や加速度を調整した複数の地震動を用意した。加え

て、苫小牧港の耐震強化岸壁の設計で使用したレベル２

地震動（石狩低地東縁断層帯地震、M6.5 直下型地震）

や平成 30 年の北海道胆振東部地震で観測された地震波

形を用いることとした。

苫小牧港のレベル１地震動に対して加速度調整を行っ

た入力地震動の例を図-6 に示す。例えば、最大加速度

200Gal の入力地震動を作成する場合、レベル１地震動の

最大加速度 147.88Gal に対する増幅率を用いて波形全体

の振幅を一律に増幅させている。

(3)地震応答解析（FLIP）のモデル設定

図-7 に本施設の地震応答解析モデル図を示す。モデ

ルの左右両端は、岸壁法線を中心とし、海側陸側それぞ

れ 100mになるように設定し、解析モデルの底面は N値

50 以上の工学的基盤層の上面とし、底面粘性境界を介

して地震加速度波形を入力した。奥行き幅は単位幅

（1.0ｍ）当たりとし、控え杭とタイ材については設置

間隔を単位幅に換算して部材諸元を設定した。

また、苫小牧港は掘り込み港湾であり、当該施設も掘

り込み式で築造された矢板式岸壁であることから、初期

自重解析においては岸壁前面の掘削による応力開放を考

慮する必要があったため、以下に示す 2段階の築堤解析

により地震前の初期応力状態を評価した。まず、第 1段

階では掘削された土の自重相当の有効上載圧を海底面に

分布荷重として作用させ、矢板の水平方向変位は拘束し

た状態で自重解析を実施することで岸壁建設前の地盤応

図-5 標準断面図（勇払地区-9.0m岸壁）

表-2 鋼部材の応力状態と利用可否
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図-6 入力地震動の例（上：レベル１地震動（再現期間75

年）の波形、下：再現期間75年の加速度調整後の波形）

地震時 船舶係留時（牽引時／接岸時）

利用可
鋼材の設計耐力比≦1.0

（又はタイ材の強度比≦1.0）

条件付利用可

利用不可
鋼材の最大曲率比＞1.0

（又はタイ材の強度比＞1.0）

鋼部材の応力状態

利用可否

鋼材の最大曲率比≦1.0
（又はタイ材の強度比≦1.0）

鋼材の設計耐力比＞1.0
（又はタイ材の強度比＞1.0）
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力状態を再現した。次の第 2段階では第１段階で海底面

に作用させた有効上載圧と矢板を固定したために生じた

水平方向反力が解消する方向に力を作用させることで、

掘削による応力の開放を再現した。これにより、矢板受

働側の鋼材と土の間の摩擦が発揮されて、受働側土要素

に適切な拘束圧が付与される。

(4)地震応答解析（FLIP）の結果

各地震動に対する応答解析結果の一部を表-3 に、図-8

にはケース 9の残留変形図を示す。地震時の解析結果で

は、控え杭の最大曲率比がケース 9（残留変位量 15

㎝）とケース 10（同 16 ㎝）で 1.0 を前後していること

が判る。また、続いて実施した船舶係留時（牽引時）の

解析結果では、同じく控え杭において、設計耐力比がケ

ース 5（同 11㎝）とケース 6（同 13㎝）で 1.0を前後す

る。いずれも控え杭の応力がクリティカルとなっている。

本施設は、設計当時、控え杭の頭部変位量を抑制する

よう設計されており、控え杭の剛性が高い。そのため、

地震時の土圧等に対して主に控え杭で抵抗していること

から、前面矢板よりも高い応力が発生しているものと考

えられる。また、表中の変形モードは、図-3 における

変形形態を示しているが、控え杭の最大曲率比が 1.0 を

超えない範囲では変形モードＢとなっている。これは、

控え杭が抵抗することで、図-8 に示すように前面矢板

の頭部よりも中腹部のはらみ出しが大きい変形モードＢ

になるものと思われる。そのため、控え杭の限界曲率を

超えるような地震動が作用すると、控え杭が作用を負担

できなくなり、変形モードＡに移行して、水平変位量も

大きくなると考えられる。

(5)判断指標の設定

地震時における控え杭の残留水平変位と最大曲率比の

関係を図-9 に、船舶係留時（牽引時）の残留水平変位

と設計耐力比の関係を図-10 に示す。なお、それぞれ全

検討ケースをプロットしているため、表-3 のケース数

とは一致しない。それぞれの閾値は、地震時で最大曲率

比 1.0以下となる 15㎝、船舶係留時では牽引時の設計耐

力比が 1.0以下となる 11㎝とする。但し、前述のとおり、

判断指標は 5㎝刻みで設定するため、船舶係留時（牽引

時）については 11㎝を切り下げし 10㎝と設定する。

表-3 地震応答解析結果（抜粋）

図-7 地震応答解析（FLIP）モデル図

図-8 残留変形図（ケース9）
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13 再現期間100年の確率波 165.58 0.23 A 0.325 3.754 0.355
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この結果から、残留水平変位量が 10 ㎝以下の場合は、

地震時の発生応力が限界を超えず、船舶係留に対しても

耐力を有するものとして「利用可」と判断する。また、

残留水平変位量が 10㎝を超え 15㎝以下である場合には、

地震後の応力状態は問題ないと評価するが、船舶係留に

は注意が必要であることから、「条件付利用可」と判断

し、動態観測などを行いながら岸壁を利用する。残留変

位量が 15 ㎝を超える場合は構造上不安定であると評価

し、「利用不可」と判断する。

4. 地震時の利用可否判断までの流れ

以上の検討は推定される鋼部材の応力状態から利用の

可否を判断したものであり、例えば実際の現地では、岸

壁 1バースの全長が同じ量だけ変位を起こす事は考えに

くく、バース中央部と端部の変位差が大きいために船舶

の接岸が困難である場合や付属工の損傷なども考えられ

る。このため、港湾管理者、港湾利用者と国の三者で協

議を行い、最終的な利用可否の判断を行うべきである。

地震発生後の最終的な利用可否判断までのフローを図

-11 に示す。今回のケーススタディでは、Ds1=15.0cm、

Ds2=10cm となり、地震発生後、現地における残留水平

変位 Dx を陸上計測し、フローに従い「利用可」、「条

件付利用可」、「利用不可」の 3段階の判断を行う。
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● 変形モードＡ
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図-9 控え杭の残留水平変位と最大曲率比の関係
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図-10 控え杭の残留水平変位と設計耐力比の関係

図-11 利用可否判断フロー

地震発生

【現地における陸上計測】

残留水平変位量（Dx）の計測

矢板背後の沈下量の計測

控え工前後の段差の計測

その他目視調査など

地震時

【鋼材の残存耐力評価】

Dx≦Ds1

OK：接岸可能

OK：構造上安定

利用不可

NG：接岸不可

NG：構造上不安定

・Dx：岸壁法線天端の残留水平変位量（係留施設の変形による残留変位）

・Ds1：鋼部材に関する残存耐力評価指標（鋼部材の最大曲率比＝1.0 となる水平変位量）

・Ds2：鋼部材に関する残存耐力評価指標（鋼部材の設計耐力比＝1.0 となる水平変位量）

管理者・利用者・直轄の

三者で接岸可否の判断

船舶係留時

【鋼材の残存耐力評価】
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利用可 条件付利用可

管理者・利用者・直轄の
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OK：接岸可能
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※1 本体構造の性能は低下。

※2 必要がある場合は、三者で

条件付利用のため補修等を

検討。

NG：接岸不可

※1 本体構造の性能は低下。

※2 支援物資の荷役等、緊急性

が高く、対象船舶より小さ

い規格の利用に制限。

※3 利用中は水平変位等を動態

観測。異常がある場合は速

やかに利用中止・退避。

※1 本体構造の性能は確保。

※2 三者で利用のための補修等

を検討。
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Dx≦Ds2≦Ds1 の場合は、施設としては本来の性能を

確保していると考え、港湾管理者、利用者との協議を行

い利用可とする。

Ds2≦Dx≦Ds1 の場合は、港湾管理者等との協議によ

り「条件付利用可」とし、支援物資の荷役等、緊急性が

高く、対象船舶より小さい規格に制限した上で、動態観

測等で水平変位に進展がないかを確認しながら利用する

こととする。ただし、本来の性能は失っているため、

早々に損傷部材の補修・復旧対策の検討が必要となる状

態である。

5. まとめ

本報は、地震発生時における、鋼構造岸壁の利用可否

判断指標を定めるため、変位量と部材の応力状態の関係

から利用可否判断を行う手法について検討し、苫小牧港

の岸壁をケーススタディとして「利用可」及び「条件付

利用可」とする残留水平変位を設定できた。これにより、

地震発生後、地中部の調査等を実施しなくとも、迅速に

岸壁の利用可否を判断することができると考えられる。

今回、控え直杭式矢板構造の検討結果を報告したが、

控え組杭式矢板構造、桟橋式構造についても現在検討を

行っている。また、前述のとおり、岸壁の残留水平変位

量の計測にあたっては、地殻変動による変位を控除した

変位量を把握する必要があり、現地計測の方法について

も整理を行っていく。
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